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商工会に
おける営
利事業の
緩和

商工会法第
６条

　
　商工会は、地区内における商工業の総合的
な改善を図り、あわせて社会一般の福祉の増
進に資することを目的としている。
　このような商工会が有する公益的性格を鑑
みて、営利（利益を構成員に分配すること。）
や特定の者の利益を目的として事業を行うこ
とを禁止している。

Ｄ -

　商工会が本来の事業またはその付帯事業によって利益を得て、その利益を商工会の活動のため
に用いることについては、商工会法第６条における「営利目的」には当たらないと考える。
　なお、商工会が民間事業者と同じように営利を目的として事業を行うことは、同団体が有する公益
的性格を鑑みて適当でない。

右の提案主体の意見を
踏まえ、再度検討し回
答されたい。

商工会は、小規模事業者促進法第４条により、経営改善普及事
業に係る国からの補助が保障され、これに基づいて制定された
小規模事業経営支援に係る補助金交付要綱により都道府県か
らの補助が、さらにはこれに対応するかたちで市町村の補助が
実施されている。補助対象経費は、人件費から運営費まで幅広
く、しかも永続的に補助されており、商工会法第６条による営利
事業の禁止を理由に、現在まで自立の努力がほとんどなされて
いない状況。経済産業省からの現行法での対応可能という見
解は理解できるが、全国的な商工会の自立を促すという意味か
らも「営利事業」を認める特区は有効と考える。

Ｄ -

　商工会法第６条第１項に定める「営利目的の禁止」においては、構成員（ここで
は商工会の会員）の経済的利益を追求し、構成員に利益を分配することを目的と
して事業を行うことが禁止されている。

　したがって、商工会が法に規定された事業を行う中で手数料徴収事業等の収益
事業を行い、その収益のすべてを商工会の事業費に充当して財政的自立に向け
て努力することは、法律上問題はない。

　なお、営利事業については、商工会は地区内の商工業の総合的な改善発達と
社会一般の福祉の増進を目的とした非常に公益性の高い団体であり、会員の経
済的利益の追求を目的とするような事業は行うべきではないと考えられ、ご提案
のあった商工会の営利事業の緩和を行うことは適当でない思料する。

Ｄ - #######

商工会員個々の経営を脅か
さない範囲において商工会
が営利事業を行う場合にお
いて、商工会法第６条の規定
を適用しない。これにより自
主財源比率が高まるとともに
会員負担、将来的には県・町
補助金が軽減される。

商工会は営利事業が禁止されていることから、商工会の
財源は会費・手数料と県・町補助金のみと限られており、
年々削減される県・町補助金が、商工会経営を圧迫。会員
負担も増大している。このため、商工会法第６条の規定を
適用しない特区の設定により商工会の自主財源確保と運
営の活性化、会員負担の軽減、ひいては町負担軽減を目
指すものである。

金ケ崎
町

経済
産業
省

1130040

　１行政
地区にお
ける商工
会議所と
商工会の
地域主義
条項の見
直し乃至
は撤廃に
よる会加
入自由選
択を推進
する規制
緩和

商工会議所
法第８条第４
項、商工会
法第７条第３
項、商工会
議所法第８
条の２、商工
会法第８条

商工会議所及び商工会は、いずれも地区内
の商工業の総合的な改善発達を図ることを主
目的とした地域団体であるため、その地区は
他の商工会議所又は商工会の地区と重複し
てはならないこととしている。

C －

商工会と商工会議所の地区重複を認めることは、両団体のそもそものあり方に関わることであること
から全国的な視点で考えるべき事項であり、特区として対応することにはなじまない。
　商工会及び商工会議所は、いずれも地区内の商工業の総合的な改善発達を図ることを主目的とし
た地域団体であり、その事業や構成員も同様のものとなっているが、このように性格を同じくする両
団体の地区重複を認めた場合、制度的に屋上屋を架すこととなり、小規模事業者支援の効率的な
実施に支障を来す。
　また、同一目的の団体の地区重複を認めることは、同一地区に複数の商工会又は複数の商工会
議所が重複して存在することを法的に認めることを意味するため、現在、市町村合併に伴って組織
の合理化・効率化のためにそれぞれの合併を進めている両団体の方針に逆行することとなり、地区
重複に係る規制緩和を行うことは適当ではないと考える。

商工会法第１３条では、
商工会の会員の資格は
地区内の商工業者との
ことだが、定款で別段
の定めをすればこの限
りではないとされてお
り、定款で地区外の事
業者も会員とできる旨
の規定を定めることに
より、商工会議所の地
区の事業者も会員とす
ることができると考えら
れる。この点を明確に
し、再度回答されたい。

C
－

　商工会法第１３条ただし書はいわゆる定款会員を規定したものであり、具体的に
は、
（１）地区内に引き続き六月に満たない期間営業所等を有する商工業者
（２）地区内に営業所等を有する相互会社、中小企業等協同組合、公社、青色申
告会、商店会等商工業に密接な関係を有する者
（３）商工会青年部あるいは女性部の代表者
を想定している。
　地区外の商工業者については、商工会法第７条第３項に定める地区重複禁止
規定に基づき、定款会員の対象とはならない。

　前回回答したとおり、地域経済団体たる商工会及び商工会議所の地区重複を認
めることは、制度的に屋上屋を架すこととなり、小規模事業者支援の効率的な実
施に支障を来すとともに、両団体が推進している合併による組織の合理化・効率
化の方針に逆行することとなるため、地区重複に係る規制緩和を行うことは適当
でない。

右の提案主体の再意見
について回答されたい。

　商工会と商工会議所は
歴史的経緯や事業規模、
組織、制度、運営、財政面
において大きな相違があ
り、似て非なる団体と言え
る。従って、制度的に屋上
屋を架すことにはならな
い。寧ろ、地域主義を撤廃
し重複することで、互いの
組織は切磋琢磨し活性化
が図られ、連携強化する
事で効率的な支援指導
サービスが得られる。身近
な例に金融機関を挙げれ
ば、同一地区に大企業・
中堅企業を対象とする銀
行と小規模・零細企業を
相手とする信金、信組が
あり、同一地区に重複して
金融業務を営んでいる
が、地域、企業に弊害は
ない。今回の提案趣旨は
同一市内の商工業者が、
自らの意思で団体を選択
し、正規会員として活動で
きるようにするものであ
る。

C －

　商工会及び商工会議所は、設立に係る歴史的経緯や組織
面等における相違はあるものの、法律上その目的はともに
「地区内の商工業の総合的な改善発達及び社会一般の福祉
の増進」とされており、事業内容や構成員も同様のものとなっ
ている。
　したがって、両団体の地区重複を認めることは、制度的に
屋上屋を架すこととなり、小規模事業者支援の効率的な実施
に支障を来すとともに、両団体が推進している合併による組
織の合理化・効率化の方針に逆行することとなるため、地区
重複に係る規制緩和を行うことは適当でない。

1092010

　商工会議所法第８条、商工
会法第７条で規定する「地
区」、商工会議所法第８条の
２、商工会法第８条で規定す
る「市町村の廃置分合に伴う
地区の特例」の規定を見直し
乃至は撤廃し、「同一市町村
管内商工業者の商工会議
所・商工会加入自由選択特
区」を目指す。これにより、会
員の事業規模や職種に合致
した商工団体（会議所、商工
会）を自分の意志で選択加入
でき、また商工団体からは、
それぞれ組織としての特色を
充分に発揮し、会員に対して
納得の行く支援相談指導が
出来る。すなわち会員にあっ
ては事業強化経営強化が図
られ、商工団体にあってはそ
れぞれに組織強化が図られ
る。

　提案理由：現行の商工会議所法と商工会法の規定で
は、市町村行政合併後も合併前の旧地区を商工会議所、
商工会の地区とすることから、同一市内の商工業者は、自
社の業態や事業規模に合致した商工団体を自由に選択
することが出来なかった。この規制の特例措置により、同
一市町村にある商工会議所と商工会を自由に選択し正会
員として加入することができる。会員のニーズに合致した
商工団体の正会員になることによりそれぞれの商工団体
の活用が活発化し会員企業の経営基盤の強化と商工団
体の組織強化に繋がる。また旧地区ごとの伝統やお祭り
などの行事も両商工団体の支援がこれまで通り受けること
ができ、全市的な観光や地域振興も促進される。
　代替措置：なし

鬼石町
商工会

経済
産業
省

1130120

自動車ガ
ラの中に
内装・
シート等
が残った
状態でプ
レスさ
れ、海外
に輸出さ
れる問題
（自動車
ガラの適
正な処
理）

使用済自動
車の再資源
化等に関す
る法律

使用済自動
車の再資源
化等に関す
る法律施行
規則

特定有害廃
棄物の輸出
入等の規制
に関する法
律

使用済自動車の再資源化等に関する法律に
おいては、法律に規定されるエアバッグ、フロ
ン類、バッテリー、廃油・廃液等を回収した後
に残る自動車ガラ（内装・シート等が残ったま
まの状態のものを含む）の全部について、海
外で製品の原材料として利用する場合に限っ
て輸出することを認めている。

Ｅ －

○ バーゼル条約上、廃車ガラの輸出については、廃油・バッテリー等を取り除いたものであれば、内
装やシート等が残されたままのものであっても、規制の対象外となっている。そのため、内装やシート
等が残ったまま輸出を行うことに、バーゼル条約上の問題はない。
○ また、御指摘の自動車所有者から預託頂いた料金（リサイクル料金）は、使用済自動車の適正処
理の支障となっている「自動車破砕残さ」の引取・リサイクルの義務を課されている自動車メーカー
等が、この「自動車破砕残さ」の引取・リサイクルに要する費用を算定の上、自動車の所有者にリサ
イクル料金としてお支払い頂いているものである。
○以上を踏まえれば、内装やシート類の処理は、使用済自動車の適正処理の支障となっているとは
言えず、リサイクル料金の対象とすることは適当でない。
○ なお、解体自動車が輸出されることにより、国内で処理が必要なくなったシュレッダーダストの処
理費用に係るリサイクル料金については、法律上の規定に基づき、自動車のリサイクルシステム全
体を円滑に機能させるため、離島地域からの使用済自動車の運搬費用の支援や、不法投棄自動車
の処理費用等に充てることとなっており、有用に使われないということはない。

Ｅ － Ｅ － 1111010

自動車ガラを資源として輸出
するのであれば中のシート、
内装を外したものでなければ
ならい（他の廃棄物を入れて
プレスする悪質なものもあ
る）。
国は自動車リサイクル法によ
り国内の自動車所有者より
シート、内装などの処理コス
トを事前に徴収している。
自動車ガラを資源として輸出
する場合シート、内装が国内
で適性に処理されていない
場合、自動車所有者から徴
収した’預かり金’が有用に
使われていないことになる。

現在自動車ガラからシート、内装を外す解体業者から破砕
などを行う業者に渡され、シュレーダーダストとして自動車
工業会が受け取り溶融処理を行っているが、自動車ガラを
資源として輸出する場合、輸出事業者にとってシート、内
装の取り外しコストが大きな負担となり、外さないで輸出す
る原因と考える。
上記問題の対策として自動車ガラをシート、内装を外すこ
となく’熱分解で処理をする事業’を自動車工業会の国民
から預かる自動車リサイクルに使用する処理資金の対象
としていただきたい。

弁護士
法人
(個人
名)事
務所

経済
産業
省
環境
省

1130100

温泉付随
天然ガス
の自家使
用に対す
る法律適
用の緩和

鉱業法第７
条
（鉱山保安法
施行規則第
１条第２項第
２号）

鉱業法第７条により、まだ掘採されない鉱物
は、鉱業権によるのでなければ、掘採しては
ならないと規定されているが、例外として、同
条第１号により、可燃性天然ガスを営利を目
的としないで、単に一家の自用に供するとき
は、鉱業権によらず、可燃性天然ガスを捕集
し、炊事等の家事のための燃料として利用す
ることが認められている。
（鉱山保安法施行規則第１条第２項第２号で
は、石油（可燃性天然ガスを含む）の採掘を目
的とする鉱業を行う鉱山を、石油鉱山と定義し
ている。）

Ｃ -

　鉱業権は、鉱物を排他的に掘採することを認める権利であり、原則として、鉱物を掘採する者は鉱
業権を得た者に限定されているが、鉱業法第７条第１号により、「可燃性天然ガスを営利を目的とし
ないで、単に一家の自用に供するとき。」については、例外的に、鉱業権を得ることなく天然ガスの掘
採、利用を認めている。
　これは、古くから、地下より天然ガスが自然に湧出してくる地域において、営利を目的とせず、一般
家庭の炊事用の燃料として天然ガスを小規模に利用してきた実態に合わせ、このような利用形態
は、鉱業権を侵害する度合が低く、公益への影響が少ないものとして、例外的に認めているものであ
る。
　ところで、鉱業権を得るためには、鉱業法第３５条に定める不許可事由に該当しないことが求めら
れ、その確認のためには、国は都道府県知事に協議する等慎重を期して審査し、更に、実際に掘採
事業を行う際には、保安に関する措置を含めた具体的事業計画である施業案の審査を行い、これに
違反して事業を行った場合は、鉱業権を取り消す制度がある等、鉱業法においては鉱物の掘採に伴
う公益への影響を最小限に抑えるための諸制度が整備されている。
　仮に、一家の自用に供する規模を超えた営利を目的とした事業についてまで、この例外的規定を
適用し、鉱業権の許可や施業案の認可を得ずに天然ガスを掘採できることとした場合には、天然ガ
スの掘採が極めて容易になるため、無秩序な開発事例が多数発生し、鉱業権を侵害することになる
ばかりか、掘採事業についての公益へ影響の確認をせずに掘採を行うこととなるため、近隣施設等
の安全及び保健衛生への影響並びに鉱害の発生が懸念される。
 　なお、鉱山保安法は鉱業法に基づき、鉱業権が付与された全ての鉱山の鉱業権者に対して適用
されるものである。

温泉法等他法令に基づ
き掘削された温泉とし
て、副次的に発生する
天然ガスについては、
右の提案主体の意見を
踏まえ、資源の有効活
用や環境負荷の低減の
観点から、現行よりも規
制を緩和して使用でき
るように、鉱業権の設定
の際の手続きの簡略化
又は除外や、鉱山保安
法による保安統括者等
の不要化について、右
の提案主体の意見も踏
まえ、再度検討し回答さ
れたい。

宮崎地方では、これまでほとんど全ての温泉施設では鉱業法
による鉱業権を設定せず、従って鉱山保安法によらずに、温泉
法によって掘採されてきた。それにもかかわらず、無秩序な開
発が行なわれていない。これは単に天然ガス利用を目的とする
開発は容易ではなく、しかも経済ベースに乗らないためであり、
貴回答の「・・極めて容易となり、無秩序な開発の懸念がある」と
する論は極めて非現実的である。それ故、温泉に付随する天然
ガスを温泉施設で自用に供することは、資源の有効利用と環境
への悪影響を低減することになり、積極的に推進すべきであ
る。そのため、鉱業法及び鉱山保安法の該当箇所の適用を緩
和する必要がある。

Ｃ
－

■鉱業権を得ない者に対して、可燃性天然ガスの掘採を認めた場合の懸念
　可燃性天然ガスの掘採は、爆発、火災、地盤沈下等の公益への影響が懸念され、従来より、鉱業
法及び鉱山保安法に基づき、掘採に伴う公益への影響審査、鉱害防止対策の義務づけ等の規制
を行っており、殆どの鉱業権者は、法律上の手続・義務を真摯に履行している。
　仮に、温泉法の許認可を得た者について、鉱業法及び鉱山保安法の適用をせず、無手続で可燃
性天然ガスの掘採を行うことを可能とする規制緩和をした場合には、この緩和措置を悪用し、鉱業
法及び鉱山保安法の手続・義務を回避するため、温泉掘削を名目として、現実には可燃性天然ガ
スを掘採するという者が増加し、結果的に爆発等の公益侵害が増大すること懸念している。
　また、可燃性天然ガスの掘採は、周辺の地質及び施設に影響を与える可能性があり、その周辺
状況は個別に異なっており、一律に何らかの装置の設置や掘採者への義務付け等の代替措置を
講ずれば、公益侵害の発生を防止できるものとは言えない。掘採する場所、周辺施設、周辺の地質
の状況等の各要素から総合的に公益侵害の可能性を審査し、個別事例に応じた適切な措置を講
ずることを指導することが必要である。

■現在の温泉地における可燃性天然ガスの利用について
　現在、宮崎県等の温泉地において、温泉法の許認可を受けた者が、鉱業法及び鉱山保安法に基
づく許認可を受けて、温泉の供給とともに、可燃性天然ガスの掘採を行い、宿泊施設の給湯、暖
房、調理等の燃料に利用している事例がある。
　これらの事例は、鉱業権が未設定の区域においては、新たに鉱業権を取得し、既に設定されてい
る区域においては、共同鉱業権者となる等により、現行制度下で、鉱業権に基づく可燃性天然ガス
の掘採を行うことが可能となったものであり、鉱業法及び鉱山保安法が資源の有効利用を妨げてい
る実態はないものと考えている。

■温泉地において可燃性天然ガスを掘採することを希望する方への協力
　従来より、温泉地における可燃性天然ガスの利用については、事業者、温泉組合、地元自治体等
から経済産業局、産業保安監督部が相談を受け、法律的な助言を行う等適切に対応しているところ
であり、今後においても同様に相談等への対応を行って参りたい。

右の提案主体の再意見につい
て回答されたい。

宮崎市及び日南市の大ホ
テルでは、温泉法により温
泉井を掘削し、副次的に
産出する天然ガスを利用
できず空中に放出してい
る。これは資源の無駄で
あり、環境にも悪いので改
善したいというのが主旨で
あり、爆発等の事故の懸
念は不要である。天然ガ
スの利用には、鉱業権、
鉱山保安法が適用され、
先行業者に多額の支払い
を要求される場合が多く
利用が進まない。すなわ
ち、法が有効利用の妨げ
となっている事態は極め
て多い。また「法的な助言
や相談に応じる」とある
が、複数の代替案を持た
ずに相談に応じ得るはず
が無く、これは現行法の強
要に他ならない。このよう
な事態の改善には、法の
適用緩和以外に考えられ
ない。

Ｃ －

(1)「爆発等の事故の懸念は不要である」との意見への回答
温泉掘削現場において、実際に分離した可燃性天然ガスへの着火が原因で火災
が発生した事例は存在しており、大量採取による地盤沈下の発生など公益への
影響についての懸念を払拭することはできない。
また、現在、鉱業法に基づき行われている水溶性天然ガスからの可燃性天然ガス
の採取は、地下水（かん水）を汲み上げて行う場合もあり、補足資料中のご指摘に
あるような、可燃性天然ガスを目的として、温泉水を汲み上げるケースがないとは
いえないと考えている。
　従って、可燃性天然ガス掘採と温泉掘削との間には、ボーリング等の掘採行為
について外形上差異が少ないことから、鉱業法適用は、当該行為が温泉掘削が
目的であるか否かではなく、可燃性天然ガスを事業目的で掘採するか否かにより
判断すべきである。

(2)「法が有効利用の妨げとなっている」との意見への回答
「鉱業権を取得している業者に多額の支払いを要求されている事例」があることの
ご指摘については、当事者相互の話し合いにより解決が図られるべき問題であ
り、鉱業権制度の趣旨や許可プロセスに原因があるわけではないため、「法が有
効利用の妨げとなっている」との指摘は当たらない。

#######

宮崎市周辺の宮崎平野、日
南市周辺及び串間市周辺で
は地下に温水が溜まってい
る。これを汲み上げて温泉と
しての利用が進んでいる。こ
の温水には天然ガスが溶存
していて、汲み上げの途中で
分離する。主成分はメタン
で、少量であるが貴重な資源
で、コジェネレーション利用
（電熱併給利用）が可能であ
る。ホテルや温泉施設での使
用電力の一部を賄い、排熱
は掛り湯の昇温の利用でき
る。このような利用を進める
には、経済的制約となってい
る法律適用の緩和が必要で
ある。これにより多くの施設で
の有効利用と地球環境の保
全に貢献できる。（別様1参
照）

提案理由：　宮崎市の海岸に近い平野部では、シーガイア
を始め、青島地区でも数社の大ホテルがある。これらの温
泉施設では天然ガスを生のまま大気の放出しているケー
スが多い。当ＮＰＯ法人はこれまで温泉施設にガスのコ
ジェネ利用に関する提案を行なってきたが、鉱区権の設定
や、施設の改修、保安要員の確保等に要する費用のため
実現していない。一方、輸入天然ガスは家庭用に多用され
ているが、温泉施設での同じガスの利用に対して鉱山保
安法が適用される矛盾は大きい。貴重な地下資源の有効
利用と環境保全の見地から見直しが必要である。　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代替措置：　温泉
施設でのガス利用設備には家庭用設備に関する保安規
則の適用で十分である。また、掘削時の事故防止には、温
泉法の立入検査（第31条）等の適用が妥当である。（別様
2参照）

ＮＰＯ
法人宮
崎環境
エネル
ギー開
発セン
ター

経済
産業
省
環境
省

1130110

標準軽油
基準の緩
和及びバ
イオ
ディーゼ
ルと軽油
との混合
使用の
ルール化

揮発油等の
品質の確保
等に関する
法律第１７条
の６及び第１
７条の７

揮発油等の
品質の確保
等に関する
法律施行規
則第２３条

現在、バイオディーゼルを軽油に混合した場
合における軽油規格の基準については規定さ
れていない。

C -

現在、総合資源エネルギー調査会石油分科会燃料政策小委員会規格検討ワーキンググループに
おいて、既販のディーゼル車において一般的に使用する際、安全面及び環境面の観点から問題が
ないための条件等を明確にし、規格化するためのデータを得ることを目的として検証試験を行ってい
るところであるため、対応できない。
なお、スケジュールとしては、今年度内に規格案を作成し、来年度中に施行することを予定してい
る。

北海道等の寒冷地にお
いて、バイオディーゼル
の利用を促進する観点
から、検討すべきでは
ないか。また、提案によ
ると２：８の混合比率を
利用して特段の問題も
発生していないとのこと
である。現在検証試験
を行っているところであ
るとの貴省回答である
が、寒冷地区でのバイ
オディーゼルと軽油の
混合についての検証を
行うのか。提案主体の
意見も踏まえ、再度検
討し回答されたい。

①検証試験中であることを理由に対応できないというのであれ
ば、今後のスケジュールを明らかにして頂きたい。
②北海道からの提案である趣旨を理解願い、今後出される規
格案にそのことが反映されるのか教えて欲しい。
　具体的には、弊社からの特区提案の内容であります、「寒冷
地では低温となる冬季間にバイオディーゼルが固まってしまい
100％純粋での使用ができなくなる。この課題を解決する研究
開発には莫大なコストが掛かるが、コストを掛けずに簡単に解
決するため、寒冷地を考慮したバイオディーゼルと軽油との混
合割合」を検討しているかどうか。検討していないとしたら検討
内容に盛り込んでルール化を図ってほしい。

Ｆ
－

　検討要請に対する回答のとおり、現在、総合資源エネルギー調査会石油分科会
燃料政策小委員会規格検討ワーキンググループにおいて、バイオディーゼル燃
料を軽油に混合した燃料を既販のディーゼル車において車両改造等の対策をせ
ずに一般的に使用する際、安全面及び環境面の観点から問題がないための燃料
性状の条件を明確にし、規格化するためのデータを得ることを目的として検証試
験を行っているところである。スケジュールとしては、今年度内に規格案を作成し、
来年度中に施行することを予定している。
　また、バイオディーゼル燃料：軽油＝２：８や１００％バイオディーゼル燃料を使用
している自治体においては、車両側に一定の改造を行ったり、通常のディーゼル
車よりも頻繁に定期的なメンテナンスを行いながら利用しているのが現状であるこ
とから、当該検討の範囲は、既販車に対し問題のないバイオディーゼル燃料混合
濃度を５％までとしている欧州規格を出発点として検討している。
　なお、提案者がバイオディーゼル燃料：軽油＝２：８で使用することについて安全
面及び環境面の観点から問題がないとするならば、バイオディーゼル燃料を混合
した場合における軽油規格として適切な規格値を規定するためのデータについ
て、提案者側から提示されるべきである。

再検討要請に対する貴
省の回答は 、 バ イ オ
ディーゼル燃料の軽油と
の混合比率の検討の範
囲は、既販車に対し問題
のない混合濃度を５％ま
でとしている欧州規格を
出発点としているとのこと
であるが、提案主体の再
意見にある、混合するバ
イオディーゼル燃料の品
質によって、使用できる
割合が変化することもあ
るのか、回答されたい。

バイオディーゼル燃料を
混合した場合の軽油規格
として、現行の制度内（安
全面での対応）では消防
法にて定める軽油の貯蔵
販売の設備で扱えるのが
２０％以内までであること
から、滋賀県豊郷町の油
藤商事㈱では０２年0２月
からスタンドにてBDF２
０％混合軽油の販売を行
なっております。京都市に
おいてはBDF２０％：軽油
８０％にて市バスの運行
の事例があります。また、
北海道滝川市では本年02
月にごみ収集車両にて
BDF20%の混合軽油を使
用して走行試験を実施予
定であります。（滝川市・
北海道工業大学・北海道
道立試験場の共同研究）
他方、混合するBDFの品
質によっては使用できる
割合（％）変化はあります
か？

F －

　再検討要請に対する回答のとおり、欧州において既販車に対し問題がないバイ
オディーゼル燃料混合濃度は５％までとされたことを参考にしつつ、揮発油等の品
質の確保等に関する法律に規定する軽油規格に反映すべく、検証試験を行って
いるところ。その試験結果を受け、より高濃度を想定した試験が必要と判断される
場合には、そうした試験を実施することを考えている。
　なお、バイオディーゼル燃料は、原料となる油脂の違い（菜種油、大豆油、パー
ム油等）、メチルエステル化等の製造過程、精製状態等によって性状が異なるも
のであることから、今後策定するバイオディーゼル燃料混合後の「軽油規格」に適
合する限りにおいて、混合するバイオディーゼル燃料の種類や濃度は問わないた
め、不純物が少ない等、より優れたバイオディーゼル燃料であれば、より高い濃度
で軽油に混合することが可能になることがあると考えられる。

【参考】本ワーキンググループの審議内容は、当省ＨＰ
（http://www.meti.go.jp/committee/gizi_0000008.html）に公開されているので、適
宜参照していただきたい。

#######

　北海道は石油依存エネル
ギーの消費が多いことから代
替エネルギーを活用した地球
温暖化対策が必要となり、廃
食用油などの再生資源やエ
ネルギー用として栽培する作
物を原料に燃料や熱源とな
るエネルギー源を製造・使用
することで、石油代替ローカ
ルエネルギー地域の構築及
び関連産業の振興を目指
す。それにより、代替エネル
ギーの有効活用、効率的な
利用を促進し、石油依存エネ
ルギーの消費を減らし、代替
エネルギーの普及促進及び
循環型関連産業の育成につ
ながる。

提案理由：
　　当社は平成15年1月から廃食用油からバイオディーゼ
ル燃料の製造を始め、現在日産1千ℓを製造し、４月～１１
月の期間に自社の廃棄物収集車輛約25台に100%代替燃
料として利用している。これにより自社の軽油燃料は２割
削減を達成している。
　これまで北海道工業試験場や自動車メーカーと燃料凍
結防止の研究開発を行っているが、寒冷地での普及には
莫大なコストと労力が掛かり、北海道では通年使用ができ
ない状況である。
　しかし、欧米では軽油にバイオディーゼルを混ぜて、気
温が低い冬季間の利用も可能としている。
　そこで、本特例措置により、北海道におけるバイオディー
ゼルの通年利用が可能となれば、代替燃料の普及促進を
図ることができる。
代替措置：
　軽油に混合できるバイオディーゼルの主成分と割合を標
準軽油基準に盛り込むことで、排気ガス、エンジン不良な
どへの対策が講じられ安全確保が図られると考える。
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特定事業
所におけ
る保安区
画面積規
制の緩和

コンビナート
等保安規則
第5条第1項
第9号、第10
号

　特定製造事業所の敷地のうち通路、空地等
により区画されている区域であつて高圧ガス
設備が設置されているものは、保安区画（面
積が二万平方メートル以下のものに限る。）に
区分すること。 
　また、保安区画内の高圧ガス設備の燃焼熱
量の数値は、二・五テラジュール以下であるこ
と。

Ｄ -
コンビナート等保安規則第５４条により、現行規定と同等の安全性が確保される方策を講じることを
条件として、保安区画の面積及び高圧ガス設備の総発熱量について、特例を認めることが可能であ
る。

右の提案主体の意見に
回答されたい。
貴省回答にある現行規
定と同等の安全性の基
準は明確にされておら
ず、また、特例の申請に
ついて過大なコストを要
する。また、保安区画面
積の特例があるというこ
とは、災害発生時の潜
在的ポテンシアルを示
す総発熱量の上限の規
定だけで安全性を確保
することが可能であると
のことではないのか。こ
の点を踏まえ再度検討
し回答されたい。
なお、保安区画の形状
や、高圧ガス設備の設
置地点など、さまざまな
形態があると考えるが、
なぜ一律に保安区画の
面積及び総発熱量とい
う基準で規制が設けら
れているのか、理由を
明らかにされたい。

コンビナート等保安規則第５４条によって本件を経済産業大臣
に特例として認めていいただく場合の、具体的にな申請手続方
法（申請窓口の所在及び大分県消防防災課や高圧ガス保安協
会への説明等）を教えていただきたい。

Ｄ -

　申請窓口は、事業所の所在地を管轄する産業保安監督部（本件については、九
州産業保安監督部保安課）になります。具体的な申請手続きについては、「高圧
ガス保安法における経済産業大臣特別認可申請手続きについて（平成１７年３月
３１日付け１７・０３・２８原院第５号）」において定めており、既に各都道府県（大分
県においては消防防災課）にも送付済みですので、まずは申請窓口又は県庁に
御相談下さい。
　なお、再検討要請の内容に関しては、高圧ガスに伴うハザードとして、燃焼によ
る発熱が唯一のものではないため、総発熱量を区域の唯一の基準とすることは不
適切。保安区画面積の特例を審査する際には、基本的に安全性が確保されること
を確認するために必要な資料の提出を求めているが、当該安全性についてはプラ
ント設置の際に当然検討する性格のものであり、これらの提出を求めることが過
大なコストを要するとの指摘は当たらない。また保安区画の面積及び総発熱量の
要件は、災害発生の際に被害を一定範囲内に抑え、かつ鎮静化が可能な範囲
を、容易に判断できる基準として定めたものである。この要件を超える場合であっ
ても、安全性を自ら証明することにより、プラント設置が可能となっていることは既
述の通りである。

右の提案主宝の再意見
について回答された
い。
保安区画面積の基準を
２万平方メートル以下
としている、前提条件
（製造設備のレイアウ
ト、災害時の消防車の
能力・配置等）、それ
によって確保しようと
する安全性（被害の大
きさ、継続時間等）を
示されたい。その上
で、特認制度によっ
て、２万平方メートル
を超す保安区画面積の
プラントを設置しよう
とする場合、どのよう
な代替措置（防護壁、
水幕設備、中間道路
等）があり得るか、例
示されたい。提案者か
ら、特認の申請があっ
た場合には、実現する
方向で、必要な助言等
を行っていただきた
い。

本提案については現行規
定と同等の安全性が確保
されることを条件として対
応可能との回答である
が、現行規定と同等の安
全性を確保する基準
（チェック項目・視点、対応
可能な範囲等）とは具体
的にどのような内容である
のか、また、安全性が確
保されることを所管官庁が
確認するために必要な事
業所からの提出資料は具
体的に何かを教えていた
だきたい。提案者は要す
るに本提案が対応してい
ただけるか否かを知りた
い。従って、本提案内容が
コンビナート等保安規則
第５４条の特例として認め
られる可能性が大きいと
考えて良いかの確認をお
願いしたい。

D －

　災害が発生した際に、主に延焼や爆風圧等の影響による被害拡大を一定面積
内に抑えるのが区画面積要件の考え方。その際、通常の石油・化学プラントを１ユ
ニット設置する際に十分な面積が２万㎡（これまで特認例がなかったこと等から明
らか）であること、また２万㎡であれば７０ｍの放水能力を有する大型高射砲により
消火距離を必ず２方向以上から確保できることから、２万㎡を目安としている。
　他方、高圧ガス保安法は、自主保安の考え方を採り入れている。このため、２万
㎡以上のプラントを設置する場合でも、被害拡大防止措置等により、安全性が科
学的に証明できる事業者に対して、特認制度で門戸を開いている。
なお、プラントにより状況が異なるため、あくまで一般的な見解あるが、特認を認め
るに当たっては、防護壁の設置や消火設備の充実などが考えられる。
　また、今後提案者からの相談があった場合は積極的に相談に乗ることとする。

#######

保安区画数を減らし所要敷
地面積の減少を図って土地
の有効利用を目指す。具体
的には、保安区画の面積は、
２万平方メートル又は高圧ガ
ス設備の総発熱量が最大２．
５テラジュールになる場合の
面積のどちらか大きい方の
面積以下にする。本提案に
よって、２万平方メートル時の
保安区画内高圧ガス設備の
総発熱量が２．５テラジュー
ルより少ない場合は、保安区
画面積を増やし保安区画数
を減らすことが出来る。保安
区画の周囲は通路や空地等
を配置するので、保安区画数
を減らすと敷地面積が少なく
て済む。特に、既設プラントに
隣接して一定規模の設備増
強する場合、保安区画数を
増やさずに可能となり土地の
有効利用につながる。

(提案理由）
製造プラントの設備や製造条件によっては、面積２万平方
メートルの保安区画内における高圧ガス設備の総発熱量
が２．５テラジュールに満たない場合がある。そのようなプ
ラントでは、災害発生時の潜在的災害ポテンシアルを示す
と考えられる高圧ガス設備の総発熱量が現行法の上限
２．５テラジュールになる場合の面積を保安区画面積にす
れば、保安上は問題ないと考えられる。本特例措置によっ
て、保安区画数を増やさずに既設プラントに隣接して一定
規模の設備増強が可能となり、土地の有効活用になる。　
添付資料８（図１．設備増強時の保安区画例）　参照。
（代替措置）
特になし。

大分コ
ンビ
ナート
立地企
業連絡
協議会

経済
産業
省
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 11　経済産業省（8次提案最終回答）

管理コー
ド

規制の特
例事項名

該当法令等 制度の現状

措
置
の
分
類

措
置
の
内
容

措置の概要(対応策) 再検討要請 提案主体からの意見

「措
置の
分
類」
の見
直し

「措
置の
内
容」
の見
直し

各府省庁からの再検討要請に対する回答 再々検討要請 提案主体からの再意見

「措
置の
分
類」
の見
直し

「措
置の
内
容」
の見
直し

各府省庁からの再々検討要請に対する回答

規制特
例提案
事項管
理番号

具体的事業の実施内容 提案理由・代替措置の内容
提案主
体名

制度
の所
管・関
係官
庁

1130030
蒸気ター
ビンによ
る発電

電気事業法　
第４２条第１
項、第４３条
第１項、第４
８条第１項、
第５０条の２
第１項、第５
２条第１項及
び第５５条第
１項

電気事業法
施行規則　
第５２条第１
項、第６５条
第１項、第７
３条の２の
２、第７９条
第１号及び
第９４条第１
項

　工場等の余剰蒸気を用いた汽力発電所につ
いても、一般の汽力発電所と同様、保安規程
の届出、ボイラー・タービン主任技術者の選
任、工事計画の届出、使用前安全管理検査
等が必要である。
　また、溶接安全管理検査及び定期安全管理
検査についても、該当する設備がある場合
は、必要である。

Ｃ -

　専ら発電の用に供している以上、保安確保の観点からは、誘導発電機、タービン、その附属設備等
を発電設備として一体的に扱い、工事、維持、運用等を行うことが必要である。
　提案理由・代替措置の内容欄に記されている②の例は、過渡的に発電を行う誘導電動機について
は、電気事業法上、需要設備として扱うとの趣旨である。
　なお、電気事業法第４３条第２項に基づき、一定の要件を満たす者であれば、ボイラー・タービン主
任技術者免状の交付を受けていない者であっても、ボイラー・タービン主任技術者として選任できる
など、一定の緩和措置については既に設けられている。

右の提案主体の意見を
踏まえ、再度検討し回
答されたい。なお、提案
にあるような一定の条
件を満たした場合で
あっても、工事計画の
届出等各種手続きを不
要化もしくは簡素化が
できないか。また、現行
において、小型のガス
タービン発電設備につ
いて、一定の要件のも
と、主任技術者の選任
が不要となっているが、
同様の考えにより汽力
発電設備について、同
じ取り扱いができない
か、併せて回答された
い。

提案理由・代替措置の内容欄に記している②の例の、過渡的に
発電を行う誘導電動機については電気事業法上、需要設備とし
て扱い、専ら発電の用に供する誘導電動機とタービンの組み合
わせは発電設備として取り扱うとの回答であるが、語句の定義
として両者を区分していることは理解できるが、過渡的であれ常
時であれ発電している時の状態は両者とも同じであり、電気的
な設備はほぼ同じであるので、一定規模以下の設備では保安
確保の観点からの違いはないと考える。よって、それを一方は
発電設備に適用させないで、他方を適用させて工事・維持・運
用等を行わせる必要性の技術上の見解を提示願いたい。

C -

　過渡的に発電を行う誘導電動機を発電設備として扱わないのは、安全であるか
らという理由ではなく、この場合の蒸気タービンは、動力を得ることを目的としてお
り、発電を主目的としていないため電気事業法上の電気工作物に該当しないとの
理由からである。
一方、専ら発電の用に供する誘導発電機については、蒸気タービンは発電を目的
として設置されており、蒸気タービンまで含めて電気工作物（発電設備）に該当す
るため、発電設備としての規制を適用すべきである。
　また、提案の設備については、運転実績データも十分にないため、この条件であ
れば安全という一定の条件を現時点で定めることは困難である。
　なお、そもそも提案の設備について、設置を禁止しているわけではなく、所要の
手続きを行えば設置することは可能であり、この手続きについても、例えば工事計
画については認可でなく届出制となっており、設備の検査についても事業者自ら
が行うこととなっているなど、簡素かつ行政の関与の少ないものとなっている。ま
た、ボイラー・タービン主任技術者の選任についても、先の回答のとおり一定の緩
和措置を設けているところである。
　小型のガスタービンについては、１つの筐体に納められているなど、いわば製品
として定型化されているものであり、かつ、運転実績や保安に係るデータを事業者
側から提供を受け、当方で十分に審議を行った上で、一定の緩和措置を設けたも
のである。したがって、小型のガスタービンについて一定の緩和措置が設けられて
いることをもって、汽力発電設備に求められる要件を緩和することはできない。

右の提案主体の再意見
について回答されたい。

　認可でなく届出制として
設置できるので手続きは
すでに簡素化されている
との事であるが、今日本
設備が普及しないのは、
電気事業法に則ってのそ
れらの手続きの煩わしさを
感じているからであると思
われる。本提案の主旨は
一定規模以下の設備にお
いて、その手続きのさらな
る簡素化（電気事業法上
の手続き不要）を求めてい
るものである。本設備の普
及は、余剰エネルギー等
の有効活用ができ省エネ
ルギーへの多大な貢献が
望めるのみでなく、二酸化
炭素発生抑制での環境改
善貢献、産業振興等経済
効果も大きい。よって、電
気事業法上のみの議論で
はなく、国としてのそれら
を合わせた所での一段の
取り組みをお願いしたい。

　C -

　提案の設備については、先の回答のとおり、現行の規制において、原則として届
出制を取っており、国の認可がなければ設置できなかったり、国が行う各種検査
等を受けるなどといったことはしておらず、手続きについては、一定の緩和措置を
行っていることをご理解いただきたい。
　今後、提案主体において提案の設備の安全性に関するデータを当方に提供して
いただければ、そのデータを当方で十分検証した上で、更なる規制緩和が可能か
どうか検討してまいりたい。

#######

余剰蒸気(大気放散）や蒸気
の減圧エネルギー（蒸気を減
圧して使用する場合、通常調
節弁で減圧する（添付資料９
－４）ため、エネルギーをロス
している）などを有効に活用
するために、蒸気タービンと
誘導電動機の組合せの設備
を設置し発電を行い、ロスし
ているエネルギーを電力とし
て回収する。電力削減量：約
百万kwh/y（弊社大分製造所
分）

提案理由：①本法適用の新設設備では、工事計画認可申
請等の種々の手続きやボイラー・タービン主任技術者の選
任等が付加され、多くの労力とコストが発生する。（添付資
料９－５）②現行法でも「蒸気タービンと誘導電動機とポン
プとの組合せで、誘導電動機の過渡的な発電の場合は発
電設備に該当しない。」となっており本法は適用されない
（添付資料９－６）。前述の組合せと「蒸気タービンと誘導
電動機」の組合せ（本法に該当）とでは、設備面の違いは
ポンプの有無であるが、一定規模以下であれば、設備・運
転・安全の各管理面においてもほぼ同等であり、規制緩和
されたとしても現状の個社の各種管理体制により、保安の
確保は十分行える。③現行法でも「出力三百KW未満の小
型ガスタービンは主任技術者の選任が不要」「工事計画の
事前届出も、汽力以外では、ある規模以下であれば不要」
となっているものがある。（添付資料９－７～９－９）
代替措置：なし

大分コ
ンビ
ナート
立地企
業連絡
協議会

経済
産業
省

1130060

電気設備
メンテナ
ンス業務
に関する
主任技術
者常駐要
件の緩和

電気事業法　
第４３条第１
項

電気事業法
施行規則　
第５２条第１
項及び第２
項、第５２条
の２並びに
第５３条第１
項及び第２
項

主任技術者
制度の解釈
及び運用（内
規）１．及び
３．

・自家用電気工作物の設置者が、その従業員
から電気主任技術者を選任する場合は、当該
電気主任技術者は、その選任事業場に常時
勤務する必要がある。ここでいう常時勤務と
は、いわゆる一般的な通常勤務を指すもので
あり、夜間、休日等においても主任技術者自
らが勤務することを必ずしも求めるものではな
い。
・一定の要件（※）を満たす自家用電気工作物
設置者であって、保安管理業務を電気事業法
施行規則第５２条の２に規定する要件を満た
す者（電気管理技術者又は電気保安法人）に
委託し、同規則第５３条第２項を満たすとして
経済産業大臣の承認を受けたものについて
は、電気主任技術者を選任しないことができ
る。この場合、電気管理技術者又は電気保安
法人は、自家用電気工作物設置者の事業場
に常時勤務する必要はないが、平成１５年経
済産業省告示第２４９号（平成１７年経済産業
省告示第２８３号で一部改正）で定める頻度に
て、設備を点検することが必要である。
※一定の要件
・出力1,000kW未満の発電所（原子力発電所
を除く）
・7,000V以下で受電する需要設備（その規模
について制限はない）
・600V以下の配電線路

Ｄ - 制度の現状で述べているとおり。
右の提案主体の意見を
踏まえ、再度検討し回
答されたい。

本件についての回答は、既に施行されている現行規定により対
応可能であるものということですが、具体的にどのような書類で
運用されているのか又、実際に運用している民間企業等があれ
ば具体的にご教示して頂くことはできないでしょうか。公表でき
る範囲でも結構ですので是非お願い致します。現行の規定を有
効に活用し、電気設備メンテナンス業務を請負できるノウハウ、
アドバイス等も併せてお願いできないでしょうか。

D -

　具体的な書類については、「該当法令等」欄に記しているとおりであり、特に入手
されたいということであれば、別途、経済産業省 原子力安全・保安院 電力安全課 
運営班（03-3501-1742）に問い合わせられたい。電気保安法人として保安管理業
務を行っている電気工事会社の具体名についても、同様に上記まで問い合わせら
れたい。
　また、経済産業省は、電気保安法人が保安管理上満たすべき要件については、
「該当法令等」欄の規定にて定めているが、実際に電気保安法人として保安管理
業務を請け負えるかは、各法人の企業努力によるところであり、ノウハウ等をアド
バイスする立場にない。

D - 1049010

主任技術者が常駐しなくても
許可要件を満たしていれば、
主任技術者立会いのもと設
備の自家用工作物の保守点
検業務を月２回、受変電設備
点検として年１回、定期的に
又確実に行えば分担して所
期の目的を達成できる。また
管理コストの削減を図り、常
に設備を安全な状態に保全
できる双方の信頼関係ツー
ル構築と安全確保が図れる
と考える。

提案理由：
自家用工作物の保守点検業務においては、基本的に主任
技術者の常駐ということが原則となっており、専任者を雇
用しなければならなく人材確保の面でかなり苦慮している
のが現状である。そこで、本特例措置によりこの常駐部分
の規制を緩和することにより、自家用工作物の保守点検
業務に携わる時間については月間で約１００時間の大幅
な短縮が見込め、コスト削減につながる。また、主任技術
者が必ずしも常駐しなければ委託契約できないという懸念
も解消される。
代替措置：
相当規模の設備では連続運用の為の設備保全員が常駐
するのが常であり、設備の保守点検を月２回、受変電設備
点検として年１回、定期的に又確実に行えば分担して所期
の目的を達成できる。また常駐した時と同等の安全確保
が図れると考える。

イガラ
シ電気
工事株
式会社

経済
産業
省

1130070

自家用工
作物の保
守点検業
務におけ
る規制要
件の緩和

電気事業法　
第４３条第１
項

電気事業法
施行規則　
第５２条第１
項及び第２
項、第５２条
の２並びに
第５３条第１
項及び第２
項

主任技術者
制度の解釈
及び運用（内
規）３．

・自家用電気工作物設置者が電気事業法施
行規則第５２条第２項に基づき保安管理業務
を委託する場合、委託契約の相手方すわなち
電気保安法人又は電気管理技術者は、同規
則第５２条の２に規定する要件を満たす必要
があるが、当該要件において業種については
指定していない。

・なお、電気保安法人や電気管理技術者と
は、特定の事業者を指す固有名称ではない。
すなわち、同規則第５２条の２の要件を満たす
事業者又は個人であれば、電気保安法人又
は電気管理技術者になり得る。また、電気工
事業のように登録制度を設けているものでも
ない。

・したがって、保安管理業務の適確な遂行に
支障が生じない体制が構築されていれば、電
気工事業者が保安管理業務に参入すること
は可能であり、実際に参入の事例もある。

Ｄ - 制度の現状で述べているとおり。
右の提案主体の意見を
踏まえ、再度検討し回
答されたい。

本件についての回答は、既に施行されている現行規定により対
応可能であるものということですが、具体的にどのような書類で
運用されているのか又、実際に運用している民間企業等があれ
ば具体的にご教示して頂くことはできないでしょうか。公表でき
る範囲でも結構ですので是非お願い致します。現行の規定を有
効に活用し、電気設備メンテナンス業務を請負できるノウハウ、
アドバイス等も併せてお願いできないでしょうか。

D -

　具体的な書類については、「該当法令等」欄に記しているとおりであり、特に入手
されたいということであれば、別途、経済産業省 原子力安全・保安院 電力安全課 
運営班（03-3501-1742）に問い合わせられたい。電気保安法人として保安管理業
務を行っている電気工事会社の具体名についても、同様に上記まで問い合わせら
れたい。
　また、経済産業省は、電気保安法人が保安管理上満たすべき要件については、
「該当法令等」欄の規定にて定めているが、実際に電気保安法人として保安管理
業務を請け負えるかは、各法人の企業努力によるところであり、ノウハウ等をアド
バイスする立場にない。

D - 1049020

電気管理技術者又は電気保
安法人以外の個人又は民間
企業でも、主任技術者の有
資格者の居る電気工事業者
であれば、工事作業と共に電
気設備の維持及び運用に関
する保守点検作業も業務委
託できる許可申請手続き等
について、明文で規定して戴
き主任技術者の在職する電
気工事事業者が自家用電気
工作物保安管理業務の維持
及び運用を顧客と直接請負
できるようにしたい。

提案理由：
現行の規定では保守点検業務ができるのは技術者協会
及びメンテナンス会社など特定の法人に限定していて、電
気工事業者は保守点検業務を行ってはならないといった
枠があり、一定の条件が課せられている。規制緩和につい
て許可申請手続きの条件等を明文で規定して戴き、特定
団体しか担当できなかった自家用工作物の保守点検業務
を個人又は民間企業でもできるようにしたい。そうなれば
効率的な経済活動と公正な競争が可能となり、管理コスト
の削減につながる。また、電気管理技術者又は電気保安
法人でなければ委託契約できないという懸念も解消され
る。
代替措置：
電気主任技術者の居る電気工事業者が委託契約できれ
ば工事作業と共に、電気設備の保守点検業務において
は、日常点検の実施記録（１年間保存）と主任技術者によ
る年次点検の実施記録（５年間保存）を双方で管理すれ
ば、電気管理技術者又は電気保安法人と同等の安全確
保及び管理コスト削減が図れると考える。

イガラ
シ電気
工事株
式会社

経済
産業
省

1130130

石油コン
ビナート
等災害防
止法に基
づく地域
指定の解
除もしく
は、保有
空地の確
保や敷地
内距離確
保、防油
堤の設
置、流出
油防止堤
の設置の
規制の緩
和

石油コンビ
ナート等災
害防止法第
２条第２項

大量の石油又は高圧ガスを扱う地域を石油コ
ンビナート等特別防災区域として指定する。

Ｄ -

危険物施設の廃止の届出を行うことにより、石油コンビナート等災害防止法に基づく地域指定の解
除は行われる。

また、そもそも地区指定をかけた状態であっても、既存の緑地・施設を活用してリクリエーション活動
を行うことについて、石油コンビナート等災害防止法においては特に規制はなく、現行においても実
施可能である。

Ｄ - Ｄ - 1157010

　唐津市にある、㈱九州電力
唐津火力発電所は、平成１６
年１０月から１０年間の計画
停止期間中で、３基あった重
油貯蔵タンクのうち１基は撤
去された。地域指定の解除も
しくは、規制の緩和をすること
で、タンクが撤去された地点
を含めた発電所の敷地等を
交流ゾーンとして利活用を図
る。敷地の緑地・レクリェー
ション用地として活用、敷地
へアクセスするための親水プ
ロムナードの整備を図る。
　また将来的には、バイオ関
係（バイオマス自然エネル
ギー、クリーンエネルギー）の
研究施設の設置も検討する。

　㈱九州電力唐津火力発電所は、平成１６年１０月から１０
年間の計画停止期間中で、３基の重油貯蔵タンクのうち１
基は撤去され、残る２基（５万kl×２基）のタンクも、重油が
完全に抜き取られています。しかし、石油コンビナート等災
害防止法に基づく地域指定は解除されず、敷地の利活用
についても規制されています。停止期間中については、石
油コンビナート等災害防止法に基づく地域指定を解除もし
くは、危険物の規制等の緩和ができれば、撤去されたタン
クのあった地点を含めた敷地の有効な利活用が可能にな
る。
　・保有空地の確保
　　（タンクの外壁から61ｍ：タンクの直径×１倍）
　・敷地内距離確保
　　（タンクの外壁から110ｍ：タンクの直径×1.8倍）
　・防油堤の設置
　・流出油防止堤の設置
　以上の規制緩和
（代替措置）使用の届出による用地の使用

唐津市

総務
省
経済
産業
省

1130080

特許申請
にかかる
手数料等
の納付手
続きの弾
力化

特許法第1９
５条第２項

出願審査請求手数の納付は、審査請求手続
の一環であり規定の手数料の納付がなされて
当該手続が完了し、当該特許出願の審査を行
うこととなる。

Ｃ -

　特許庁としては、関係省庁とも連携して料金納付における出願（申請）人の利便性向上に努力して
いるところ。具体的には、平成１７年１０月からインターネットを通じた出願（申請）の受付を開始して
おり、当該手続においてインターネット・バンキング等を利用した手数料納付「電子納付」を実現した
ところ。また、今後とも、政府全体の料金納付システムとの連携を図り、インターネット・バンキング等
を利用した予納を含め、料金納付における出願人の一層の利便性向上のための措置を検討するこ
ととしている。
　しかし、出願審査請求料は、事務処理や審査などの行政サービスに対する対価として徴収する手
数料であり、特定地区の法人のみ手数料の分割納付の導入は適切ではない。

今後とも、出願人の一
層の利便性向上のため
の措置を検討するとの
貴省回答だが、提案の
クレジットカードを用い
た料金納付についての
検討はされるのか。出
願人がクレジットカード
の分割支払い機能を用
いるならば、支払い手
段が分割となるだけで
納付は一括納付となる
と考えるが、どうか。提
案主体の意見も踏ま
え、再度検討し回答さ
れたい。

　「知的財産推進計画２００５」（２００５年６月１０日知的財産戦
略本部）では、出願料等の手数料のインターネットを通じた納
付、銀行口座からの自動引落とし、クレジットカード等による決
済方法の検討が明記されている。本提案は、料金納付に係る
利便性向上の一環として、出願手数料の分割納付を可能にす
ることで、利用者の納付方法の選択肢を広げて、負担感を軽減
し、知的財産権の取得を促進することを狙いとしている。よっ
て、負担そのものの軽減を求めるものではなく、また特区外の
者に費用負担させることを求めているものでもない。
　本年１０月からインターネットを通じた出願料等の手数料の電
子納付が実現したが、利用者の利便性の一層の向上のため、
予納等と合わせて、分割納付を可能とすることも検討していた
だきたい。
　また、料金納付の利便性向上に係る諸改革に関して、現在ま
での検討状況及び今後のスケジュールについてご教示いただ
きたい。

Ｃ -

　出願審査請求料は、特許出願の日から３年以内に出願審査の請求をする者が、
事務処理や審査などの行政サービスに対する対価として納付する手数料であり、
手数料の完納をもって出願審査の請求手続が完了するものであり、特定地区の
法人であっても審査請求料の分割納付を可能とすることは適切ではない。
　また、出願人等の利便性の向上を図る観点から、「知的財産推進計画2005」に
掲げられている「銀行口座からの自動引き落とし、クレジットカード等の活用を含め
た決済方法のあり方」について、特許庁内に検討委員会を設置し、２００５年度中
を目途に結論を得る予定。

Ｃ - 1080010

製造業を中心とした市内企業
のもつ技術等の権利化の促
進により、特許等知的財産権
の相互利用や資金調達手法
としての活用を図ることで、市
内企業の新たな事業展開・
成長が期待できる。

　グローバル化の進展など様々な社会経済環境変化の中
で、企業の競争力を高めていくためには、知的財産権の取
得・活用により付加価値の高い製品開発・事業展開を行っ
ていくことが重要である。
　「知的財産推進計画2005」（2005年6月10日知的財産戦
略本部）では、出願料等の手数料のインターネットを通じ
た納付、銀行口座からの自動引落とし、クレジットカード等
による決済方法の検討が明記されている。これら利用者
の利便性向上につながる検討と併せて、出願審査手数料
の分割納付を可能にすることにより、利用者の納付方法
の選択肢を広げ負担を軽減することで、市内中小企業の
知財取得の促進を図る。

横浜
市、
NPO法
人政策
過程研
究機構

経済
産業
省

1130090

特許登録
における
資力に乏
しい者の
対象拡大

特許法第１０
９条及び第1
９５条の２、
特許法施行
令第１４条、
特許法等関
係手数料令
第１条の２

特許に関する料金については、第１９５条にお
いて特許出願、出願審査の請求等を行う者の
納付しなければならない手数料、特許法第１０
７条において特許権の設定の登録を受ける者
又は特許権者の納付しなければならない特許
料について規定している。
また、これらの料金については、資力に乏しい
個人・法人、研究開発型中小企業及び大学の
研究者等を対象に減免措置を講じているとこ
ろ。

Ｃ -

　平成１６年度より、審査請求構造の適正化等を通じた審査迅速化を目的として、出願から権利維持
までの全体の料金水準を引き下げる料金改正（審査実費に近くまで審査請求料を引き上げ、出願
料・特許料の引き下げ）を行ったところ。これに併せて研究開発型中小企業に対する減免措置につ
いて、昨年４月に従来の対象に加え、中小企業支援法の認定事業等に関連した出願を行う者につい
ても対象とし、また、本年４月にもその対象者の拡大を図り、いわゆる新連携計画の認定を受けた中
小企業も対象としたところ。この結果、我が国のモノづくりの発展を支えてきた国際競争力のある高
度な技術を持つ企業における特許等の取得を促進することも期待される。
　特許庁としては、このような減免制度の周知を図ること等により、現行の審査請求料・特許料の減
免措置の利用の抜本的な拡大を図ることとしている。
　現在の資力に乏しい法人に対する減免措置は、国内の全ての設立後間もないために資金基盤が
弱い法人に対する特例措置として定められているものであり、特定地区のみの法人の審査請求料
及び特許料の減免要件を緩和することは、特許関係手数料の根底である受益者負担、また、特許
特別会計の収支相償の観点からも適切でない。

※各国の料金水準に関しては各国の特許制度自体に違いがあり単純な比較はできないが、特許庁
において把握しているデータによれば、平均的な特許出願１件の出願から権利維持までに必要な総
費用について日米で比較すると、我が国の費用は米国の約半分、即ち、米国の小規模団体に対す
る減免制度の料金とほぼ同水準となっており、我が国の中小企業減免制度を活用した場合は更に
低いレベルとなる。また、同様に欧州と比較すると、我が国の費用は欧州の半分以下であり、また、
欧州においては減免措置は無いものと認識。

右の提案主体の意見を
踏まえ、再度検討し回
答されたい。

　「より多くの中小・ベンチャー企業が知的財産を創造し、それを有効
に活用し事業化に結びつけていくことを戦略的に進めていく」（「知的
財産戦略２００５」）という政策目標の実現のためには、これまで長い
間我が国のモノづくりの発展を支えてきた中小企業における特許等の
取得を促進することで、革新的技術などの知的財産を活用し戦略的
に事業展開できるようにしていくことが知財立国の実現のために必要
であると考える。
　市内中小企業の実態を見ると、中小製造業における特許取得・申請
事業所数の割合は約8.5％で、資本金３億円以上の企業が57.1％であ
るのに比べてかなり低くなっている。中小企業においては、設立１０年
未満・以上に拘わらず、特許等の申請・登録等に係る費用負担が重
く、取得が促進されない実態が見られる。
　このため、中小企業支援法の認定事業や新連携計画の認定に係る
中小企業に止まらず、減免対象における設立日からの経過年数にか
かる要件を廃止し、いわゆる第２創業を目指す市内中小企業におけ
る知的財産権の取得を促進することが経済活性化の上で不可欠であ
る。

※出願等に付随する諸サービスの利用コストを含む総費用ではなく、
出願から審査請求までの特許料で比較することが重要である。この
場合、欧州各国（英・独・仏）が約4～5万円、米国が約9万円（小規模
団体には大幅割引）、日本は約18万円となっている。受益者である企
業が、他の主要国と同等の費用負担で特許取得できる環境を整備し
ていくことが中小企業の知財保護・活用促進のために重要である。

※既に国際港湾特区では、国内の一部港湾に税関の執務時間外に
おける貨物取扱いについて手数料を半額とする特例措置を認めてい
るが、本来手数料は港を利用する私人の「受益者負担」となるはずで
ある。その減免が認められたのは、「国内貿易港の競争力を強化す
る」という政策目標があったことによると考えられる。

Ｃ -

　平成１６年４月からの新料金については、審査に係る経費を勘案しつつ、出願人
の間のコスト負担の不均衡を是正するとともに、適正な審査請求行動の促進を図
るため、出願手数料と特許料を減額、審査請求手数料を増額し、同時に特許一件
当たりの総費用を軽減することにより、出願人の戦略的な取組に対するインセン
ティブの強化を図ることを目的として改定を行ったところ。
　このため、特許庁としては、中小企業の特許取得・維持費用全体の軽減を図るこ
とが重要と考えており、そのための総合的な施策を講じているところ。具体的に
は、中小企業が審査請求するか否かを見極めるための支援として、中小企業であ
れば無料で先行技術調査を行える制度を平成１６年度に開始ししており、さらに、
中小企業を対象としてセミナー・相談会の開催、出願や検索の仕方を指導するア
ドバイザーの派遣などの施策を講じているところ。
　これに併せて、「研究開発型中小企業」に対する減免措置について、昨年４月に
従来の対象に加え、中小企業支援法の認定事業等に関連した出願を行う者につ
いても対象とし、また、本年４月にもその対象者の拡大を図り、いわゆる新連携計
画の認定を受けた中小企業も対象としたところ。さらに「資力に乏しい法人」に対
する減免措置についても、昨年４月に従来の「設立５年以内」から「設立１０年以
内」へ要件を緩和したところ。この結果、我が国のモノづくりの発展を支えてきた国
際競争力のある高度な技術を持つ企業における特許等の取得を促進することも
期待される。
　特許行政は特許特別会計のもとに収支相償で運営しているものであり、特定地
区のみの法人の審査請求料及び特許料の減免要件を緩和することは、減免措置
の適用を受けられない他地区の出願人等に負担を求めることとなり適切ではな
い。

Ｃ - 1080020

製造業を中心とした市内企業
のもつ技術等の権利化の促
進により、特許等知的財産権
の相互利用や資金調達手法
としての活用を図ることで、市
内企業の新たな事業展開・
成長が期待できる。

　政府の「知財戦略推進計画2005」では、より多くの中小・
ベンチャー企業の知的財産の創造・活用の戦略的推進が
指摘されている。
　このような政策目標を達成するためには、ベンチャー企
業に加えて、むしろ、これまで長い間我が国のモノづくりの
発展を支えてきた設立10年以上の中小企業における特許
等の取得を促進することで、革新的な技術を知的財産とし
て活用し戦略的に事業展開できるようにしていくことが必
要であると考える。
　本市内には、中小企業のうち設立後10年を経過している
事業所が9割以上である。このため、資力に乏しい者として
政令で定める要件のうち、設立日より経過した年数にかか
る要件を削除することで、設立間もないベンチャー企業だ
けでなく市内中小企業の知的財産権取得を促進し、横浜
経済の活性化を図る。
※主要国における審査請求までの特許料を比較すると、
欧州各国（英・独・仏）が約4～5万円、米国が約9万円（小
規模団体には大幅割引）であるのに対して、日本は約18
万円となっている。「受益者負担」を求める以上、受益者で
ある企業が、他の主要国と同等の費用負担で特許取得で
きる環境を整備していくことが、我が国の中小企業の知財
保護・活用促進のために重要であると考える。
※既に国際港湾特区では、国内の一部港湾に税関の執
務時間外における貨物取扱いについて手数料を半額とす
る特例措置を認めているが、本来手数料は港を利用する
私人の「受益者負担」となるはずである。その減免が認め
られたのは、「国内貿易港の競争力を強化する」という政
策目標があったことによると考えられる。

横浜
市、
NPO法
人政策
過程研
究機構

経済
産業
省
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 11　経済産業省（8次提案最終回答）

管理コー
ド

規制の特
例事項名

該当法令等 制度の現状

措
置
の
分
類

措
置
の
内
容

措置の概要(対応策) 再検討要請 提案主体からの意見

「措
置の
分
類」
の見
直し

「措
置の
内
容」
の見
直し

各府省庁からの再検討要請に対する回答 再々検討要請 提案主体からの再意見

「措
置の
分
類」
の見
直し

「措
置の
内
容」
の見
直し

各府省庁からの再々検討要請に対する回答

規制特
例提案
事項管
理番号

具体的事業の実施内容 提案理由・代替措置の内容
提案主
体名

制度
の所
管・関
係官
庁

（１）特許料・審査請求料の軽減
　平成１６年度より、審査請求構造の適正化等を通じた審査迅速化を目的として、出願から権利維持
までの全体の料金水準を引き下げる料金改正（審査実費に近くまで審査請求料を引き上げ、出願
料・特許料の引き下げ）を行ったところ。
また、資力に乏しい法人に対する減免措置の要件について、「設立５年以内」を「設立１０年以内」ま
で緩和するとともに、研究開発型中小企業に対する減免措置について、従来の対象に加え、中小企
業支援法の認定事業等に関連した出願を行う者についても対象とし、また、本年４月にもその対象
者の拡大を図ったところ。
このような中、特定地区のみの企業の特許審査請求料及び特許料を減免することは、特許関係手
数料の根底である受益者負担、また、特許特別会計の収支相償の観点からも適切でない。
（２）本制度の利用にあたっては、本人の出願より前に他人の出願があった場合には、その他人の出
願が本人の発表より後であったとしても、本人も特許を取得できない点や、我が国と同様の例外規
定が存在しない欧州特許庁等へ出願した場合には、特許を取得できないこと（無効理由）となる点な
どに留意が必要である。すなわち、我が国全体および我が国の特定地域の産業の国際競争力を高
めていくためには、我が国で生み出された発明ができる限り早期に出願日を確保することが望まれ、
その方向へ促すことが好ましい。このような現状において、特定地域であれ、我が国においてさらな
る猶予期間の延長を行うことは、我が国で生み出された発明が、国際的に十分な保護を受けられな
い結果を招く可能性を増大させることになり、それを防止し得る代替措置も存在しない。
また、本規定の見直しについては、知的財産戦略本部においてとりまとめられた「知的財産推進計
画２００５」（２００５年６月１０日本部決定）においても、「・・グレースピリオドの統一を含めた特許制度
の国際的調和のための議論を促進する」こととしている。加えて、産業構造審議会知的財産政策部
会特許制度小委員会特許戦略計画関連問題ワーキンググループの報告書「補正制度及び分割出
願制度の見直しの方向について」(２００４年１０月、特許庁ホームページにて公表）においても、国際
的調和については、米国の先願主義への移行とのパッケージで取り扱うことが重要である旨の報告
がなされている（第１５頁参照）。
さらに、発明が生み出された特定地域に限らず、我が国全体に最大２０年という強力な排他的独占
権が与えられる特許権そのものの性格からして、一部地域のみに例外的な特許付与の手続を導入
することは適当でない。
なお、特許出願のための時間が十分にとれないとの指摘については、大半の出願人がそうしている
ように弁理士制度の有効活用を図ることで対応が可能と考えている。

1130050

中小企業
信用保険
制度の対
象者の緩
和
（ＮＰＯ法
人を「中
小企業
者」として
扱うため
の特例）

中小企業信
用保険法第
２条

特定非営利法人は中小企業に当たらないこと
から、中小企業信用保険の対象としていな
い。

C -

各地域の信用保証協会が自らの判断で特定非営利法人に保証を行うことは信用保証協会法上は
可能。また、信用保険は予算措置で成り立っているものであり、こうした各地域の独自の取組を信用
保険の対象とすることは、予算措置を講ずるのと実質的に同等のものであり、その必要性や妥当性
を十分精査する必要がある。構造改革特別区域の趣旨は、地域の特性に応じた規制の特例措置を
導入することにより地域の活性化を図るものであり、財政措置を講ずる趣旨のものではないことか
ら、本要望は特区の要望になじまないと考えている。

結果として予算措置が
必要であるとして、特区
提案の検討対象外とな
る財政措置の優遇を求
めるものに該当するの
ではなく、規制改革に
よって地域において取
り組むべき内容で、実
現性が乏しくなくかつ経
済的社会的効果が見込
まれるものであれば、
特区の提案としていると
ころである。また、本提
案はコミュニティビジネ
スの担い手たるNPO法
人の信用付与について
の内容であり、これまで
の提案も各地から寄せ
られていることから、地
域のニーズがあるとい
うことである。また、自
治体も協力的であるこ
とから、国も協力すべき
ではないか。右の提案
主体の意見も踏まえ、
再度検討し回答された
い。

ＮＰＯ法人を信用保険の対象とすることにより新たな予算措置
が必要になるとの見解に対して、中小企業信用保険の具体的
な予算措置の仕組み等をお聞きかせいただきたい。また、財政
負担が生じるのは、保険適用により不良債権化したケース等が
想定されるが、ＮＰＯ法人を信用保険の対象とすることによって
「中小企業者」の数の増加につながるとしても、追加的な財政措
置が伴うとは考え難い。この点についても併せてお聞きかせい
ただきたい。
また、第３次地域再生提案（予算関連）において、秋田県より「Ｎ
ＰＯ法人に対する資金調達制度の拡充」が提案されている。こ
の内容は、今回当行が提案したものと同趣旨のものであり、そ
の際、経済産業省の回答として「ＮＰＯ法人を中小企業として扱
うことに関して、慎重に検討する。」とある。その後の検討状況を
お聞かせいただきたい。

C -

中小企業信用保険の予算措置は、保険引受残高の一定割合について、準備基金
として維持するために必要な金額を、中小企業金融公庫に出資金として措置して
いるもの。したがって、保険対象者の範囲が拡大すればその引受規模に応じた新
たな財政措置を講じる必要がある。
ＮＰＯ法人に対して信用保証協会が保証を行うこと自体は、現行制度上も可能で
あり、実績はわずかながら、現に一部の信用保証協会では自治体の要請に応じ
て保証対象とされている。
しかしながら、その保証に対して信用保険を付すことについては、信用保険法が
中小企業者を対象としている点、国として新たな財政措置が必要な点を踏まえた
検討が必要。
したがって、信用保険の対象とするか否かについては、中小企業振興の観点から
の必要性、ＮＰＯ法人の活動や収益事業の状況、資金ニーズ等について、引き続
きその実態を確認のうえ慎重に検討する。

C - 1109010

　ＮＰＯ法人は、地域における
新たな事業活動や多様な雇
用の創出、新分野での産業
創出等、地域活性化の主要
な担い手として大きな役割を
果たしている。当県では、地
域経済の活性化を目的とし
て、平成１７年１０月末に当行
も参画のうえ、ＮＰＯ法人・行
政等が主体となり「やまなしコ
ミュニティビジネス推進協議
会」を設立した。地域活性化
を推進するためには、コミュ
ニティビジネスの中核を担う
ＮＰＯ法人へのサポート強化
が不可欠となっており、特に
運転・設備資金等への支援
ニーズ及び要請は高いもの
がある。現行法を緩和しＮＰ
Ｏ法人を中小企業者として扱
うことにより、金融機関の柔
軟な資金対応につながり、地
域活性化の取組み強化が図
られる。

提案理由：
　当行では、地域が抱える課題を住民が主体となってビジ
ネスの手法で解決する地域密着型事業（コミュニティビジ
ネス）が全国的に活発化していることを背景に、その主要
な担い手であるＮＰＯ法人を対象として、平成１７年１０月２
８日より「山梨中銀ＮＰＯサポートローン」（融資限度額５０
０万円・無担保）を新設した。地域活性化を牽引するＮＰＯ
法人の資金需要は、今後も拡大が見込まれ、当行としても
地域密着型金融の推進や地域貢献を図る観点から、積極
的に支援していく方針である。地域活性化の鍵を握るＮＰ
Ｏ法人に対して、求められる資金ニーズに的確に応え、よ
り柔軟な資金対応を図るためには、現行法の対象に加え
て地域社会で活躍するＮＰＯ法人を中小企業者として扱
い、信用保険制度の対象者とすることが適当である。この
ことにより、住民主導による地域活性化の実現が促進でき
る。

株式会
社　山
梨中央
銀行

経済
産業
省

東京都

法務
省
経済
産業
省

１　優遇措置等
　（１）進出企業に対する優遇
措置
　　　①法人税の軽減（所得
から一定割合控除、投資減
税の実施、特別償却の拡大、
投資損失準備金制度の創
設）
　　　②登録免許税の免除　　
③法人事業税の免除
　　　④事業所税の免除　　⑤
不動産取得税の免除
　（２）上記③から⑤の税制特
例による地方税減収分の実
質的な補填措置
２　融資制度・税優遇措置等
の拡充
　　【都市再生緊急整備地域
において次の事項を提案】
　（１）民間都市再生事業計
画の積極的な認定
　（２）民間都市再生事業計
画の認定申請期限の延伸
３　法規制の緩和
　（１）特許料・特許審査請求
料の軽減
　（２）特許出願猶予期間の
延長
　（３）外国人ＩＴ技術者の在留
資格要件緩和

経済の閉塞感を払拭し、国際競争力の強化を図るため、
環境・エネルギー、バイオ・ゲノム、研究開発型の産業拠
点や国際ビジネス拠点、国際物流拠点の形成を図る企業
に対し、特定の地区において法規制の緩和を図るととも
に、税の減免や融資制度の創設・拡充など思い切ったイン
センティブを講じ、集中投資を促すしくみを講ずる必要があ
る。

1082020-

（１）
Ｃ

（２）
C

（１）
Ｃ

（２）
C

-

（１）特許料・審査請求料の軽減
特許に関する料金については、第１９５条にお
いて特許出願、出願審査の請求等を行う者の
納付しなければならない手数料、特許法第１０
７条において特許権の設定の登録を受ける者
又は特許権者の納付しなければならない特許
料について規定している。
また、これらの料金については、資力に乏しい
個人・法人、研究開発型中小企業及び大学の
研究者等を対象に減免措置を講じているとこ
ろ。

（２）特許を受ける権利を有する者が刊行物に
発表等した後、６月以内に特許出願を行い、
所定の手続きをすれば、その刊行物発表等に
より新規性、進歩性を喪失しなかったものとみ
なされる。

（１
）Ｃ

（２
）C

-1130140

東京湾岸
地域にお
ける経済
特区(特
許料・特
許審査請
求料の軽
減・特許
出願猶予
期間の延
長)

（１）特許法
第１０７条、
第１０９条、
第１９５条及
び第１９５条
の２、産業技
術力強化法
第１７条

（２）特許法
第３０条
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